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【第８項】本施策による安全・技術力向上のために出向する社員に対し、基本給
の調整を新設し、2,000円を加えること。 

こ の 施 策 に よる 出 向 は 、

1,000 人以上だ。グループ

会社へ技術教育を行うのだ

から他とは異なる。2,000

円加算を求める！ 

年間休日数の違いによる所定労働時間の増分

は、出向特別措置で支給している。現時点で、こ

の施策による出向と他の出向との考え方に違い

は無いことから、基本給調整は考えていない。 

その２に続く 

【第 10項】ＪＲ本体に定例訓練（月２時間）をおこなう教育担当者を配置し、
品質管理の向上と確実な技術継承ができる体制を確立すること。 

【第 24項】グループ会社に定例訓練（月２時間）をおこなう教育担当者を配置
し、品質管理の向上と確実な技術継承ができる体制を確立すること。 

異常時に強い体制とするた

めにも、教育担当者は専任

とすべきだ！ 

現行、検修業務は技術管理、構内運転業務は構内

助役が中心となり教育している。施策実施後も現行

と同じような体制で教育していく。 

“会社が教育に力を入れ始

めたとは思えない”が現場の

認識だ！具体的な教育時

間を本社は示すべきだ！ 

基本はＯＪＴによる職場内訓練であり、それを補完

するために技能教習所もつくっている。時間ではな

く内容を本社指導する。やり方は各区所で異なるこ

とから、柔軟に対応する。 

グループ会社に業務を委託

するのであれば、現行と同

様の教育・指導体制をグル

ープ会社にひくべきだ！ 

グループ会社の教育は、グループ会社の中で行う

のが大前提であり、本体は情報提供等を行う。専任

にするのはグループ会社の体力上厳しいが、これ

まで以上に教育に対する時間が取れるようになる。 


